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○車両制限令第３条第１項第３号に定める道路の
　指定及び同令第10条第１項に定める通行方法…（道路保全課）４
　　　訓　　　令
○宮崎県防災行政無線通信取扱規程の一部を改正
　する訓令……………………………………………（消防保安課）５
　　　公　　　告
○肥料の登録（２件）………………………………（農業経営支援課）６
○肥料の登録の有効期間の更新（７件）…………（　　〃　　）７
○肥料の登録の失効…………………………………（　　〃　　）９
○宮崎県の海洋生物資源の保存及び管理に関する
　計画の変更…………………………………………（水産政策課）９
○開発行為に関する工事の完了……………………（建築住宅課）13
　　　公安委員会規則
○宮崎県警察の組織に関する規則の一部を改正す
　る規則…………………………………………………………………13

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○市町村職員等建設技術専門研修規則を廃止する
　規則…………………………………………………（技術企画課）１
　　　告　　　示
○指定自立支援医療機関（育成医療及び更生医療
　）の指定……………………………………………（障がい福祉課）１
○指定自立支援医療機関（精神通院医療）の指定…（　　〃　　）１
○保安林の指定予定の通知（３件）………………（自然環境課）２
○保安林の指定施業要件の変更予定の通知（２件
　）……………………………………………………（　　〃　　）２
○公有水面埋立ての出願の要領……………………（漁村振興課）３
○道路の区域の変更（４件）………………………（道路保全課）３

告　　　　　示

規　　　　　則

　市町村職員等建設技術専門研修規則を廃止する規則をここに公布する。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第14号
　　　市町村職員等建設技術専門研修規則を廃止する規則
　市町村職員等建設技術専門研修規則（昭和45年宮崎県規則第34号）は、廃止する。
　　　附　則
　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

宮崎県告示第 170号				  
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（
平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定により、育成医療及び
更生医療を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指定した。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

宮崎県告示第 171号				  
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（
平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定により、精神通院医療
を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指定した。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　称 所在地 担当する医療
の種類

指　定
年月日

サン薬局久保原店 都城市 薬局 令和２年
３月１日

サン調剤薬局蔵原店 都城市 薬局 令和２年
３月１日

ひまわり薬局高鍋上江店 高鍋町 薬局 令和２年
３月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　称 所在地 担当する医療
の種類

指　定
年月日

サン薬局久保原店 都城市 薬局 令和２年
３月１日

サン調剤薬局蔵原店 都城市 薬局 令和２年
３月１日

サン薬局芳士店 宮崎市 薬局 令和２年
３月１日

サン薬局原町店 宮崎市 薬局 令和２年
３月１日

サン薬局田野店 宮崎市 薬局 令和２年
３月１日
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ひまわり薬局高鍋上江店 高鍋町 薬局 令和２年
３月１日

かぐら調剤薬局下北方店 宮崎市 薬局 令和２年
３月１日

かぐら調剤薬局 宮崎市 薬局 令和２年
３月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 172号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　北諸県郡三股町大字宮村字尾崎14
　50－48（次の図に示す部分に限る。）
２　指定の目的　土砂の流出の防備
３　指定施業要件
　(1)　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び北諸県農林振興局並び
　に三股町役場に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 173号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産
大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　児湯郡川南町大字平田字北の久保
　5637（次の図に示す部分に限る。）
２　指定の目的　土砂の流出の防備
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び児湯農林振興局並びに
　川南町役場に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 174号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第29条の規定により、農林水産

大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定である旨の通知があ
った。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林予定森林の所在場所　西臼杵郡五ヶ瀬町大字三ヶ所字岩
　屋之迫5224－12
２　指定の目的　土砂の流出の防備
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐は、択伐による。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林
　部自然環境課及び西臼杵支庁並びに五ヶ瀬町役場に備え置いて縦
　覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 175号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第33条の３において準用する同
法第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指
定施業要件を変更する予定である旨の通知があった。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所　児湯郡川南町大
　字平田字北の久保5637、5643－１
２　保安林として指定された目的　土砂の流出の防備
３　変更後の指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐は択伐による。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は、省略し、関係書類を宮崎県環境森林部自
　然環境課及び児湯農林振興局並びに川南町役場に備え置いて縦覧
　に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 176号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第33条の３において準用する同
法第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指
定施業要件を変更する予定である旨の通知があった。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所　西臼杵郡五ヶ瀬
　町大字三ヶ所字岩屋之迫5217－４
２　保安林として指定された目的　土砂の流出の防備
３　変更後の指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐は択伐による。
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　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は省略し、関係書類を宮崎県環境森林部自然
　環境課及び西臼杵支庁並びに五ヶ瀬町役場に備え置いて縦覧に供
　する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 177号
　公有水面埋立法（大正10年法律第57号）第２条第２項の規定によ
り、次のとおり公有水面埋立ての免許の出願があった。
　なお、関係書類は、令和２年３月９日から３週間、宮崎県農政水
産部漁村振興課及び北部港湾事務所において公衆の縦覧に供する。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　出願の日
　　令和２年２月14日
２　出願人の名称及び住所並びに代表者の氏名及び住所
　　宮崎県
　　宮崎県宮崎市橘通東２丁目10番１号
　　宮崎県知事　河野　俊嗣
　　宮崎県宮崎市下北方町横小路5928番21
３　埋立区域
　⑴　位置
　　　宮崎県東臼杵郡門川町大字門川尾末字下納屋8807番53、56の
　　地先公有水面
　⑵　区域
　　　別表１の各地点を順次に結んだ線及び①の地点と⑱の地点を
　　結んだ昭和59年10月17日付け宮崎県シレイ第 268− 254号及び
　　平成２年11月６日付け宮崎県シレイ第 268− 532号で竣功認可
　　された埋立地と公有水面との境界線（D.L.+2.33mより決定）
　　により囲まれた区域
　⑶　面積
　　　860.25㎡
４　埋立てに関する工事の施行区域
　⑴　位置
　　　宮崎県東臼杵郡門川町大字門川尾末字下納屋8807番41、49、
　　50、53、56、8807番41に接する無番地及び9098番22、61の地内
　　並びに地先公有水面
　⑵　区域
　　　別表２の各地点を順次に結んだ線及びイの地点とニの地点を
　　結んだ線により囲まれた区域
　⑶　面積
　　　 16,182.85㎡
５　埋立地の用途
　　漁港施設用地
別表１

地　点 地　　点　　の　　位　　置

①の地点 　３級基準点基－４（北緯32度28分20秒、東経 131
度39分33秒（以下「基点」という。）から

②の地点
③の地点
④の地点
⑤の地点
⑥の地点
⑦の地点
⑧の地点
⑨の地点
⑩の地点
⑪の地点
⑫の地点
⑬の地点
⑭の地点
⑮の地点
⑯の地点
⑰の地点
⑱の地点

①の地点から
②の地点から
③の地点から
④の地点から
⑤の地点から
⑥の地点から
⑦の地点から
⑧の地点から
⑨の地点から
⑩の地点から
⑪の地点から
⑫の地点から
⑬の地点から
⑭の地点から
⑮の地点から
⑯の地点から
⑰の地点から

253度58分54秒
180度16分13秒
270度16分13秒
180度16分13秒
90度16分13秒
180度16分13秒
270度16分13秒
180度16分13秒
90度16分13秒
180度16分13秒
270度16分13秒
180度16分13秒
90度16分13秒
180度16分13秒
270度16分13秒
180度16分13秒
90度16分13秒
180度16分13秒

176.37mの地点
84.20mの地点
1.00mの地点
2.00mの地点
1.00mの地点
15.80mの地点
1.00mの地点
2.00mの地点
1.00mの地点
12.60mの地点
1.00mの地点
2.00mの地点
1.00mの地点
21.20mの地点
1.00mの地点
2.00mの地点
1.00mの地点
11.19mの地点

地　点 地　　点　　の　　位　　置

イの地点
ロの地点
ハの地点
ニの地点

　　基点から
イの地点から
ロの地点から
ハの地点から

261度00分07秒
180度16分13秒
277度21分02秒
0度16分13秒

120.86mの地点
209.44mの地点
79.73mの地点
199.61mの地点

別表２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 178号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和２年３月９日から同年同月23日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 179号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和２年３月９日から同年同月23日まで宮崎

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

国道  218号 西臼杵郡日
之影町大字
七折字下顔
2996番６地
先から同郡
同町同大字
同字2996番
６地先まで

旧 14�8～
14�8

20�0

新 14�8～
20�3

20�0
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県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

２ 県道 都城隼
人線

都城市平塚
町3028番25
地先から同
市同町3028
番６地先ま
で

旧 29�9～
65�2

 483�2

新 20�7～
37�1

 483�2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 180号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和２年３月９日から同年同月23日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 181号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和２年３月９日から同年同月23日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

27 県道 宮崎北
郷線

日南市北郷
町大字北河
内海一郷国
有林1038林
班り１小班
から同市同
町同大字海
一郷国有林
1038林班り
小班まで

旧 19�5～
31�1

38�6

新 19�9～
37�6

38�6

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

33 県道 都城北
郷線

北諸県郡三
股町大字長
田字牧3582
番２地先か
ら同郡同町

旧  8�7〜
25�8

 472�0

新 11�0〜
27�5

 472�0

同大字字壱
堂6724番１
地先まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 182号
　車両制限令（昭和36年政令第 265号）第３条第１項第３号の規定
により、通行する車両の高さの最高限度が 4.1メートルである道路
を次のとおり指定し、あわせて、同令第10条第１項の規定により、
当該道路を通行する高さが 3.8メートルを超え 4.1メートル以下の
車両の通行方法を次のとおり定める。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　指定する道路の路線名及び区間

２　指定する期日
　　令和２年４月１日
３　通行方法
　　１に掲げる道路を通行する高さが 3.8メートルを超え 4.1メー
　トル以下の車両は、次の通行方法によらなければならない。
　⑴　走行位置の指定
　　　トンネル等の上空障害箇所では、車両又は車両に積載する貨
　　物が建築限界を侵すおそれがあるので、車線からはみ出さない
　　よう走行するとともに、道路に隣接する施設等に出入りするた
　　めやむを得ず車線からはみ出す場合は、標識、樹木等の上空障
　　害物に接触しないよう十分に注意すること。
　⑵　後方警戒措置
　　　後方車両に対し十分な車間距離を取らせるとともに、交通の
　　危険を防止するため、横寸法0.23メートル以上、縦寸法0.12メ
　　ートル以上（又は横寸法0.12メートル以上、縦寸法0.23メート
　　ル以上）の地が黒色の板等に黄色の反射塗装その他反射性を有
　　する材料で「背高」と表示した標識を車両の後方の見やすい箇
　　所に掲げること。
　⑶　道路情報の収集
　　　道路の状況は、工事の実施等により変化することがあるので
　　、あらかじめ道路情報を収集し、上空障害箇所のないことを確
　　認の上、走行すること。

路　線　名 区　　　　　間

県道宮崎空港線 宮崎市大字赤江字飛江田 226番３地先から同
市大字本郷南方字田元 223番５地先まで

県道浦城東海線 延岡市東海町 199番５地先から同市川島町 8
34番30地先まで

県道延岡港線 延岡市大武町1415番４地先から同市粟野名町
 298番１地先まで

県道土々呂日向
線

東臼杵郡門川町大字加草字岡花 130番１地先
から同郡同町宮ケ原１丁目55番地先まで

県道佐土原停車
場線

宮崎市佐土原町松小路７番４地先から同市同
町松小路７番７地先まで
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訓　　　　　令

　宮崎県防災行政無線通信取扱規程の一部を改正する訓令をここに公表する。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
訓令第２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　　　庁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各出先機関
　　　宮崎県防災行政無線通信取扱規程の一部を改正する訓令
　宮崎県防災行政無線通信取扱規程（昭和49年訓令第６号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（無線局の設置）
第２条　無線通信の送受信及び中継の業務を行うため、宮崎県防災
　行政無線局として統制局、地方局、ダム管理局、テレメーター局
　、衛星局及び中継局を置き、各無線局の名称及び設置場所は、別
　表第１に掲げるとおりとする。

　（統制管理者等）
第３条　［略］
２　統制管理者は消防保安課長をもって充て、管理者は別表第２に
　掲げる職にある者をもって充てる。
　（統制局の任務）
第６条　統制局は、地方局、ダム管理局、テレメーター局、衛星局
　及び中継局を統制し、その運用について必要な調整を行うものと
　する。
２　統制局は、地方局、ダム管理局、テレメーター局、衛星局又は
　中継局において、次の各号の一に該当する事実があると認めると
　きは、直ちに、必要な措置を講じなければならない。
　(１)・(２)　［略］
　(３)　無線機器の調整が不良で、通信が不明りょうなとき。
　(４)　［略］
　（災害等による通信の制限）
第７条　統制管理者は、災害の発生その他特別の理由があると認め
　るときは通信を制限することができる。
　（運用の原則）
第10条　［略］
２　通信は、正確、明りょう、かつ、簡潔でなければならない。
　（事故の場合の措置）
第14条　無線局が事故により通信できないとき、又はできないこと

　（無線局の設置等）
第２条　無線通信の送受信及び中継の業務を行うため、宮崎県防災
　行政無線局（以下「無線局」という。）を設置する。

２　無線局の種別は次の各号のとおりとし、その意義は当該各号に
　定めるところによる。
　(１)　統制局　本庁内に設置し、通信の統制を行う無線局をいう
　　。
　(２)　中継局　無線通信の中継業務を行う無線局をいう。
　(３)　支部局　西臼杵支庁、総合庁舎及び高岡土木事務所内に設
　　置する無線局をいう。
　(４)　端末局　西臼杵支庁、総合庁舎及び高岡土木事務所を除く
　　県の出先機関、市町村、消防本部及び防災関係機関に設置する
　　無線局をいう。
　(５)　移動局　携帯又は車両搭載により移動して使用する無線局
　　をいう。
　(６)　水防局　雨量、水位情報等の水防又は砂防に関する情報の
　　通信を行う無線局をいう。
　（統制管理者等）
第３条　［略］
２　統制管理者は消防保安課長をもって充て、管理者は別表に掲げ
　る職にある者をもって充てる。
　（統制局の任務）
第６条　統制局は、中継局、支部局、端末局、移動局及び水防局を
　統制し、その運用について必要な調整を行うものとする。

２　統制局は、中継局、支部局、端末局、移動局又は水防局におい
　て、次の各号のいずれかに該当する事実があると認めるときは、
　直ちに必要な措置を講じなければならない。
　(１)・(２)　［略］
　(３)　無線機器の調整が不良で、通信が不明瞭なとき。
　(４)　［略］
　（災害等による通信の制限）
第７条　統制管理者は、災害の発生その他特別の理由があると認め
　るときは、通信を制限することができる。
　（運用の原則）
第10条　［略］
２　通信は、正確、明瞭かつ簡潔でなければならない。
　（事故の場合の措置）
第14条　無線局が事故により通信できないとき、又はできないこと
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　が予想されるときは、地方局、ダム管理局、テレメーター局、衛
　星局及び中継局にあっては統制管理者に、統制局にあっては関係
　する無線局の管理者に、直ちにその旨を連絡しなければならない
　。
２　［略］
　（非常時の措置）
第16条　［略］
２　［略］
３　統制管理者は、第１項の待機の必要がなくなったときは、直ち
　に、関係する無線局の管理者にその旨を通知しなければならない
　。
　（運用の細則）
第17条　この訓令に定めるもののほか、宮崎県防災行政無線局の運
　用について必要な事項は別に定める。

　が予想されるときは、中継局、支部局、端末局、移動局及び水防
　局にあっては統制管理者に、統制局にあっては関係する無線局の
　管理者に、直ちにその旨を連絡しなければならない。

２　［略］
　（非常時の措置）
第16条　［略］
２　［略］
３　統制管理者は、第１項の待機の必要がなくなったときは、直ち
　に関係する無線局の管理者にその旨を通知しなければならない。

　（運用の細則）
第17条　この訓令に定めるもののほか、無線局の運用について必要
　な事項は別に定める。

　別表第１を削り、別表第２を次のように改め、同表を別表とする。
別表（第３条関係）

　　　附　則
　この訓令は、公表の日から施行する。

無線局の種別 管理者
中継局 消防保安課長
支部局 同
端末局 同
移動局 同
水防局 西臼杵支庁長又は管轄する土木事務所の長

　肥料取締法（昭和25年法律第 127号）第７条の規定により、次の
とおり肥料の登録をした。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　肥料取締法（昭和25年法律第 127号）第７条の規定により、次の
とおり肥料の登録をした。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

公　　　　　告

登録番号 肥料の種類 肥料の名称
保証成分量
（％）

その他の
規　　格

生　産　業　者 登 録 の
有効期間名　称 所　在　地

宮崎県第
1032号

肉骨粉 Ｍ・Ｋ ＴＮ　 9.0
ＴＰ　 7.0

その他の制限事
項は公定規格の
とおり

株式会社都城化製 宮崎県都城市高野町1237番地
89

自　令和元年
７月31日

至　令和７年
７月30日

　（注）「保証成分量（％）」欄の略号は、次のとおりである。
　　　　ＴＮ：窒素全量、ＴＰ：りん酸全量

登録番号 肥料の種類 肥料の名称
保証成分量
（％）

その他の
規　　格

生　産　業　者 登 録 の
有効期間名　称 所　在　地

宮崎県第
1033号

混合有機質
肥料

有機入り 3
31

ＴＮ　 3.0
ＴＰ　 3.0
ＴＫ　 1.0

含有を許される
有害成分の最大
量は公定規格の
とおり
その他の制限事
項は公定規格の
とおり

南国興産株式会社 宮崎県都城市高城町有水1941
番地

自　令和元年
　　８月１日
至　令和４年
　　７月31日
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　肥料取締法（昭和25年法律第 127号）第12条第２項の規定により
、次の肥料の登録の有効期間を更新した。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　肥料取締法（昭和25年法律第 127号）第12条第２項の規定により
、次の肥料の登録の有効期間を更新した。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　肥料取締法（昭和25年法律第 127号）第12条第２項の規定により
、次の肥料の登録の有効期間を更新した。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　肥料取締法（昭和25年法律第 127号）第12条第２項の規定により
、次の肥料の登録の有効期間を更新した。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　（注）「保証成分量（％）」欄の略号は、次のとおりである。
　　　　ＴＮ：窒素全量、ＴＰ：りん酸全量、ＴＫ：加里全量

登録番号 肥料の種類 肥料の名称
保証成分量
（％）

その他の
規　　格

生　産　業　者 登 録 の
有効期間名　称 所　在　地

宮崎県第
 952号

肉骨粉 チキン肉骨
粉

ＴＮ　 9.0
ＴＰ　 5.0

含有を許される
有害成分の最大
量は公定規格の
とおり
その他の制限事
項は公定規格の
とおり

南国興産株式会社 宮崎県都城市高城町有水1941
番地

自　平成13年
　　11月28日
至　令和７年
　　11月27日

　（注）「保証成分量（％）」欄の略号は、次のとおりである。
　　　　ＴＮ：窒素全量、ＴＰ：りん酸全量

登録番号 肥料の種類 肥料の名称
保証成分量
（％）

その他の
規　　格

生　産　業　者 登 録 の
有効期間名　称 所　在　地

宮崎県第
 954号

肉骨粉 チキンミー
ル

ＴＮ　 9.0
ＴＰ　 6.0

その他の制限事
項は公定規格の
とおり

西日本油脂工業株
式会社

宮崎県西都市大字穂北3556番
地６

自　平成14年
　　１月31日
至　令和８年
　　１月30日

　（注）「保証成分量（％）」欄の略号は、次のとおりである。
　　　　ＴＮ：窒素全量、ＴＰ：りん酸全量

登録番号 肥料の種類 肥料の名称
保証成分量
（％）

その他の
規　　格

生　産　業　者 登 録 の
有効期間名　称 所　在　地

宮崎県第
 971号

配合肥料 油粕配合Ｌ
Ｔ肥料

ＴＮ　 3.5
ＴＰ　11.0
ＣＰ　 8.5

含有を許される
有害成分の最大
量は公定規格の
とおり
その他の制限事
項は公定規格の
とおり

有限会社ラテック 宮崎県都城市山田町山田9380
番地

自　平成16年
　　９月10日
至　令和４年
　　９月９日

　（注）「保証成分量（％）」欄の略号は、次のとおりである。
　　　　ＴＮ：窒素全量、ＴＰ：りん酸全量、ＣＰ：く溶性りん酸
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登録番号 肥料の種類 肥料の名称
保証成分量
（％）

その他の
規　　格

生　産　業　者 登 録 の
有効期間名　称 所　在　地

宮崎県第
 974号

副産動物質
肥料

パピロ１号 ＴＮ　 6.0 含有を許される
有害成分の最大
量は公定規格の
とおり
その他の制限事
項は公定規格の
とおり

南国興産株式会社 宮崎県都城市高城町有水1941
番地

自　平成17年
　　２月17日
至　令和５年
　　２月16日

　（注）「保証成分量（％）」欄の略号は、次のとおりである。
　　　　ＴＮ：窒素全量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　肥料取締法（昭和25年法律第 127号）第12条第２項の規定により
、次の肥料の登録の有効期間を更新した。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　肥料取締法（昭和25年法律第 127号）第12条第２項の規定により
、次の肥料の登録の有効期間を更新した。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　肥料取締法（昭和25年法律第 127号）第12条第２項の規定により
、次の肥料の登録の有効期間を更新した。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

登録番号 肥料の種類 肥料の名称
保証成分量
（％）

その他の
規　　格

生　産　業　者 登 録 の
有効期間名　称 所　在　地

宮崎県第
1012号

魚廃物加工
肥料

スーパーマ
ニュア

ＴＮ　 5.0
ＴＰ　 4.0
ＴＫ　 1.0

含有を許される
有害成分の最大
量は公定規格の
とおり
その他の制限事
項は公定規格の
とおり

島浦町漁業協同組
合

宮崎県延岡市島浦町 874番地
１

自　平成25年
　　８月21日
至　令和４年
　　８月20日

登録番号 肥料の種類 肥料の名称
保証成分量
（％）

その他の
規　　格

生　産　業　者 登 録 の
有効期間名　称 所　在　地

宮崎県第
1029号

混合有機質
肥料

混合有機質
肥料 331J

ＴＮ　 3.0
ＴＰ　 3.0
ＴＫ　 1.0

含有を許される
有害成分の最大
量は公定規格の
とおり

南国興産株式会社 宮崎県都城市高城町有水1941
番地

自　平成28年
　　９月５日
至　令和４年
　　９月４日

　（注）「保証成分量（％）」欄の略号は、次のとおりである。
　　　　ＴＮ：窒素全量、ＴＰ：りん酸全量、ＴＫ：加里全量

登録番号 肥料の種類 肥料の名称
保証成分量
（％）

その他の
規　　格

生　産　業　者 登 録 の
有効期間名　称 所　在　地

宮崎県第
1013号

蒸製毛粉 プログリー
ン

ＴＮ　13.0 含有を許される
有害成分の最大
量は公定規格の
とおり
その他の制限事
項は公定規格の
とおり

株式会社都城化製 宮崎県都城市高野町1237番地
89

自　平成25年
　　９月19日
至　令和７年
　　９月18日

　（注）「保証成分量（％）」欄の略号は、次のとおりである。
　　　　ＴＮ：窒素全量



─ 9 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ２ 年 ３ 月 ９ 日（月曜日）　第 87 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　肥料取締法（昭和25年法律第 127号）第14条の規定により、次の
とおり肥料の登録は、失効した。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

その他の制限事
項は公定規格の
とおり

　（注）「保証成分量（％）」欄の略号は、次のとおりである。
　　　　ＴＮ：窒素全量、ＴＰ：りん酸全量、ＴＫ：加里全量

登録番号 肥料の種類 肥料の名称
保証成分量
（％）

その他の
規　　格

生　産　業　者
失効年月日

名　称 所　在　地

宮崎県第
 970号

化成肥料 有機入り 7
53号

ＴＮ　 7.0
ＴＰ　 5.0
ＣＰ　 2.0
ＴＫ　 3.0
ＣＫ　 2.3
ＷＫ　 1.0

含有を許される
有害成分の最大
量は公定規格の
とおり
その他の制限事
項は公定規格の
とおり

南国興産株式会社 宮崎県都城市高城町有水1941
番地

令和元年７月
10日

宮崎県第
1015号

加工家きん
ふん肥料

加工家きん
ふん肥料 2
.5−２

ＴＮ　 2.5
ＴＰ　 3.0
ＴＫ　 3.0

含有を許される
有害成分の最大
量は公定規格の
とおり
その他の制限事
項は公定規格の
とおり

南国興産株式会社 宮崎県都城市高城町有水1941
番地

令和元年10月
２日

　　（注）「保証成分量（％）」欄の略号は、次のとおりである。
　　　　　ＴＮ：窒素全量、ＴＰ：りん酸全量、ＣＰ：く溶性りん酸、ＴＫ：加里全量、ＣＫ：く溶性加里、ＷＫ：水溶性加里
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第77号
。以下「法」という。）第４条第７項の規定により、宮崎県の海洋
生物資源の保存及び管理に関する計画を次のように変更した。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　海洋生物資源の保存及び管理に関する方針
　⑴　本県の水産業は、生産量及び生産額ともに全国第15位（平成
　　29年）の漁獲実績を示している。県内においては、地域的に水
　　産業を中核とした関連産業が発達した地域があり、重要な産業
　　となっている。
　⑵　また、本県にとって水産業は、宮崎県総合計画（未来みやざ
　　き創造プラン）の中でも重要な位置付けであり、今後とも水産
　　業の発展を図っていくためには、海洋生物資源を適切に管理し
　　、合理的に利用していくことが必要である。
　⑶　本県水域は、日向灘沖を黒潮が流れ、沿岸には豊後水道から
　　の内海系水が南下しており、黒潮周辺海域では黒潮に乗って回
　　遊する魚類の、沿岸域では浮魚類あるいは根付け資源等の好漁
　　場が形成されている。
　⑷　我が国周辺水域における漁業資源の水準については、近年、
　　全体としておおむね安定的に推移しているが、低位水準にとど
　　まっている資源や、資源水準が悪化している資源もみられ、本
　　県海域における海洋生物資源も低水準、減少傾向にあるものが
　　多くみられる。
　⑸　今後ともこのような状況が継続すれば、県民及び国民のニー
　　ズへの的確な対応のみならず、地域の経済の発展への重大な支
　　障となるおそれがある。

　⑹　このため、従来も種苗放流、漁業の管理等を通じた資源管理
　　型漁業の推進等、種々の保存管理措置を講じてきたところであ
　　るが、更に海洋資源の適切な保存及び管理を図るため、法第３
　　条第１項の基本計画により決定された漁獲可能量の都道府県別
　　の数量について、適切な管理措置を講じることとする。
　　　なお、くろまぐろに関する本県の保存管理措置については、
　　別に定める。
　⑺　また、宮崎県における水産資源の利用及び管理に関する基本
　　方針に基づき、水産資源の利用及び管理を推進することとする
　　。
　⑻　その他、漁獲可能量制度を適切に管理し、必要に応じて漁業
　　者等の指導又は採捕の数量の公表等の実効措置を講じるため、
　　他県入漁船を含め、第１種特定海洋生物資源の採捕実績の的確
　　な把握に努めるものとする。
　⑼　さらに、海洋生物資源の適切な保存及び管理を図るため、協
　　定制度（法第13条第２項に規定する協定を締結することにより
　　、海洋生物資源の保存及び管理を図ることをいう。以下同じ。
　　）の活用等により、引き続き漁業者等による自主的な資源管理
　　を推進する。
　(10)　なお、本県における漁獲可能量においては、他県入漁者の採
　　捕実績に妥当な配慮を払うものとする。
２　第１種特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量について本県に定め
　られた数量に関する事項
　　第１種特定海洋生物資源ごとの管理の対象となる期間及び知事
　管理量は、下表のとおりとする。
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（注１）「令和元年（平成31年）」の管理の対象となる期間は、ま
　　さば及びごまさばにあっては令和元年７月から令和２年６月ま
　　で、それ以外の第１種特定海洋生物資源にあっては平成31年１
　　月から令和元年12月までである。「令和２年」の管理の対象と
　　なる期間は、まさば及びごまさばにあっては令和２年７月から
　　令和３年６月まで、それ以外の第１種特定海洋生物資源にあっ
　　ては令和２年１月から令和２年12月までである。
（注２）農林水産大臣から留保枠の配分があり、知事管理数量が変
　　更された場合には、上記に掲げる数量（留保枠を設定した場合
　　は留保した数量を含む。）は、当該配分を反映した数量に変更
　　する。
３　第１種特定海洋生物資源の知事管理量について、海洋生物資源
　の採捕の種類別、海域別又は期間別の数量に関する事項
　　第１種特定海洋生物資源ごとの知事管理量について、採捕の種
　類別及び期間別に定める数量は、下表のとおりとする。
　　なお、海域別の数量は、定めない。
　　また、資源に対する漁獲圧力が無視できるほど小さいと認めら
　れる漁業種類については、数量を明示しないこととした。

採捕の種類 中型まき網漁業及び小型まき網漁業
第１種特定海
洋生物資源の
期間別に定め
る数量

令和元年
（平成31年）

令和２年

まさば及びごまさば 11,680トン
まいわし 64,578トン 74,700トン
まあじ 　　若干 　　若干

（注１）「令和元年（平成31年）」の管理の対象となる期間は、ま
　　さば及びごまさばにあっては令和元年７月から令和２年６月ま
　　で、それ以外の第１種特定海洋生物資源にあっては平成31年１
　　月から令和元年12月までである。「令和２年」の管理の対象と
　　なる期間は、まさば及びごまさばにあっては令和２年７月から
　　令和３年６月まで、それ以外の第１種特定海洋生物資源にあっ
　　ては令和２年１月から令和２年12月までである。
（注２）農林水産大臣から留保枠の配分があり、２に定める知事管
　　理数量が変更された場合には、これらの第一種特定海洋生物資
　　源の種類ごとの変更後の知事管理量から留保枠を除いた数量に
　　、それぞれ次の割合を乗じて得た数量（端数は切り上げる）に
　　変更する。
　　　まさば及びごまさば： 97.33％
　　　まいわし： 99.60％
　　　まあじ： 77.83％
４　第１種特定海洋生物資源知事管理量に関し実施すべき施策に関
　する事項
　　【まいわし】
　　　中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、漁業者によ
　　る自主的な漁獲可能量の管理を推進するため、協定制度の普及
　　及び定着を図ることとし、海洋生物資源の採捕の数量等の報告
　　に関する規則（平成８年宮崎県規則第53号。以下「規則」とい
　　う。）の規定に基づき漁獲実績の報告を求め、漁獲実績が配分

　　量以下となるよう指導することとする。
　　　また、原則として現在のまき網漁業許可隻数等については現
　　状どおりとして、従来の操業規制と同様の規制に基づいて操業
　　することとする。
　　　なお、定置漁業、小型定置網漁業等にあっては、まいわしの
　　採捕実績が極めて微少であるため、今回割当てを行っていない
　　が、現状の漁獲努力量を著しく増加させることがないよう努め
　　、漁獲実績が従来程度となるよう努めることとする。
　　【まさば及びごまさば】
　　　中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、漁業者によ
　　る自主的な漁獲可能量の管理を推進するため、協定制度の普及
　　及び定着を図ることとし、規則の規定に基づき漁獲実績の報告
　　を求め、漁獲実績が配分量以下となるよう指導することとする
　　。
　　　また、原則として現在のまき網漁業許可隻数等については現
　　状どおりとして、従来の操業規制と同様の規制に基づいて操業
　　することとする。
　　　なお、定置漁業、小型定置網漁業等にあっては、まさば及び
　　ごまさばの採捕実績が極めて微少であるため、今回割当てを行
　　っていないが、現状の漁獲努力量を著しく増加させることがな
　　いよう努め、漁獲実績が従来程度となるよう努めることとする
　　。
　　【まあじ】
　　　中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、漁業者によ
　　る自主的な漁獲可能量の管理を推進するため、協定制度の普及
　　及び定着を図ることとし、規則の規定に基づき漁獲実績の報告
　　を求め、現状以上に漁獲努力量を増加させることがないように
　　するとともに、採捕の数量が前年の実績程度となるよう努める
　　こととする。
　　　なお、定置漁業、小型定置網漁業等にあっては、まあじの採
　　捕実績が極めて微少であるため、今回割当てを行っていないが
　　、現状の漁獲努力量を著しく増加させることがないよう努め、
　　漁獲実績が従来程度となるよう努めることとする。
５　その他海洋生物資源の保存及び管理に関する重要事項
　⑴　海洋生物資源の保存及び管理をより一層推進するために、よ
　　り詳細かつ正確な資源状況の把握が必要であることから、漁獲
　　情報を的確に把握するとともに、資源に関する調査及び研究の
　　充実・強化を更に進めることとする。
　⑵　海洋生物資源の保存及び管理を推進するため、小型魚や産卵
　　親魚の保護等に向けた取組を進めることとする。
６　指定海洋生物資源の保存及び管理に関する事項
　　本県においては該当なし

　宮崎県の海洋生物資源の保存及び管理に関する計画の別に定める
くろまぐろについて　
１　くろまぐろの保存及び管理に関する方針
　⑴　本県においてくろまぐろは、主にひき縄漁業や釣り漁業、定
　　置漁業などにより漁獲されている。その中にあって、同資源の
　　保存及び管理を通じて安定的で持続的な利用を図るために、国
　　の基本計画により決定された漁獲可能量のうち本県の知事管理
　　量について、本県の漁業実態に応じた適切な管理措置を講じる
　　。
　⑵　また、本県の知事管理量を適切に管理するためには、くろま
　　ぐろの採捕の数量を的確に把握する必要があることから、採捕

第１種特定海
洋生物資源の
期間別に定め
る数量

令和元年
（平成31年）

令和２年

まさば及びごまさば 12,000トン
まいわし 65,000トン 75,000トン
まあじ 　　若干 　　若干
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　　の数量の報告体制を整備し、適切な報告がなされるよう漁業者
　　等の指導・確認を行うものとする。併せて、採捕の数量が積み
　　上がり本県の知事管理量に近づいた場合は、この旨を直ちに公
　　表するとともに、早期にその是正措置を講じるものとする。
　⑶　さらに、管理を適切に行っていくためには、くろまぐろの分
　　布、回遊状況、当該資源を取り巻く環境等についてのより詳細
　　な科学的データ又は知見が必要であり、当該データの蓄積又は
　　知見の進展を図るため、国又は関係都道府県との連携の下、本
　　県水産試験場の資源調査体制の充実強化を図る。
　⑷　これらのほか、本県の知事管理量の遵守を図るため、漁業者
　　協定の締結等を促進し、本県の管理措置と相まった漁業者によ
　　る自主的な漁獲管理の取組を行うものとする。
２　くろまぐろの漁獲可能量について宮崎県の知事管理量に関する
　事項
　　第５管理期間（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）
　におけるくろまぐろの知事管理量は、次の表のとおりである。

区　 分 知事管理量 留保する量
30キログラム未満のもの（以
下「小型魚」という。）

13.4トン うち 1.5トンを本
県の留保とする

30キログラム以上のもの（以
下「大型魚」という。）

16.3トン うち 0.5トンを本
県の留保とする

　　我が国全体の小型魚又は大型魚の漁獲可能量を超えるおそれが
　著しく大きいと認めて、農林水産大臣が当該採捕の数量を公表し
　た場合は、上表の本県の知事管理量が消化されていない場合であ
　っても、その時点における本県の採捕の数量をもって、上表の本
　県の知事管理量とする。
　　また、都道府県間での配分量の融通の取組等により、融通の協
　議が整った場合には、その内容を公表するものとし、当該公表が
　なされた場合は、上表の知事管理量は公表内容を反映した数量と
　する。
３　くろまぐろの知事管理量について、海洋生物資源の採捕の種類
　別又は期間別の数量に関する事項
　⑴　採捕の種類別の割当量について
　　　２に掲げる知事管理量の小型魚及び大型魚における採捕の種
　　類別に定める割当量は、次の表のとおりとする。

採捕の種類 小型魚 大型魚
本県の漁船漁業等の割当量 8.3トン 14.0トン
本県の定置漁業の割当量 3.6トン 1.8トン

採捕の期間 漁船漁業等 定置漁業
本県の採捕の種類別の割当量 8.3トン 3.6トン
（小型魚） うち４月～６月

７月～９月
10月～12月

1.9トン
1.3トン
1.1トン

0.9トン
0.6トン
1.0トン

１月～３月 4.0トン 1.1トン

採捕の期間 漁船漁業等 定置漁業
本県の採捕の種類別の割当量 14.0トン 1.8トン
（大型魚） うち４月～９月

　　10月～３月
10.8トン
3.2トン

0.9トン
0.9トン

採捕の種類 報告基準
漁船漁業等 割当量の８割を消化するまで

１日１隻当たり 100キログラムを超える量の採捕
割当量の８割を超えて消化した場合
１日１隻当たり50キログラムを超える量の採捕

定置漁業 割当量の８割を消化するまで
１日１か統当たり 100キログラムを超える量の採
捕
割当量の８割を超えて消化した場合
１日１か統当たり50キログラムを超える量の採捕

（注）漁船漁業等とは、定置漁業以外の漁業をいう。
　⑵　採捕の種類別の数量を期間別の数量に分けた割当量について
　　　⑴に掲げる小型魚及び大型魚における採捕の種類別の割当量
　　を期間別に分けて定める割当量は、次の表のとおりとする。
　　　なお、各期間別の未消化数量については、全数量を次の期間
　　へ充当し、各期間別の超過数量については、全数量を次の期間
　　から差し引くことを基本とする。また、期間別の割当量を変更
　　したときは、速やかに公表し、各漁業協同組合へ通知する。

　　　都道府県間での配分量の融通の取組等により、融通の協議が
　　整った場合には、その内容を公表するものとし、当該公表がな
　　された場合は、上表の採捕の種類別及び採捕の期間別の割当量
　　は公表内容を反映した数量とする。この場合において、採捕の
　　種類別の割当量及び採捕の期間別の割当量への配分量について
　　は、原則として、当初の割当量の比率で配分する。
　　　また、本県の採捕の数量が採捕の種類別又は期間別の割当量
　　を超えるおそれが著しく大きいと認める場合は、小型魚と大型
　　魚の別に定めた採捕の種類ごと又は期間ごとに法第10条第２項
　　の規定に基づく採捕の停止等の命令を発出する。
４　くろまぐろの知事管理量に関し実施すべき施策に関する事項
　⑴　緊急報告体制について
　　①　各漁業協同組合は、急激な採捕の積み上げに備え、小型魚
　　　及び大型魚の別に次に掲げる報告基準に該当する場合は、土
　　　日祝祭日を問わず速やかに県に一報の上、採捕の数量報告を
　　　行うものとする。

　　②　①の県への一報は、次に掲げる流れにより行うものとする
　　　。　　　
　　　ア　漁業者の段階
　　　　　漁業者は、①の数量の漁獲があった場合、当日中に当該
　　　　漁業者が所属する漁業協同組合（以下「所属漁業協同組合
　　　　」という。）に採捕の数量報告を行う。
　　　イ　漁業協同組合の段階
　　　　　所属漁業協同組合は、①の該当事案を認めた場合、県水
　　　　産政策課へ電話連絡を行うとともに、管内の他の漁業者に
　　　　対し同様の事例の有無を確認し、その有無についても県水
　　　　産政策課へ電話連絡を行う。
　　　　　また、県は、①の事案について、県内の全ての漁協に注
　　　　意喚起のため、ＦＡＸ連絡を行うこととする。
　　③　①の緊急報告による急激な採捕があった場合に直ちに当該
　　　関係漁業者が取り組む緊急の管理措置は、次表のとおりとす
　　　る。
　　　　また、県は、当該採捕の数量報告を受けた場合、次表の緊
　　　急の管理措置が実施されているか確認し、必要な指導を行う
　　　ものとする。
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　　　　とし、80キログラムを超える採捕のおそれがある場合には
　　　　、生存個体を放流する。
　　　　・県は、これらの措置の実施を助言する。併せて、所属漁
　　　　業協同組合に当該措置の履行確認を依頼する。
　　　イ　割当量の８割を超えるおそれがあると認めるとき
　　　　・漁業者は、１日１か統当たり40キログラムを採捕の上限
　　　　とし、40キログラムを超える採捕のおそれがある場合には
　　　　、生存個体を放流する。
　　　　・県は、これらの措置の実施を指導する。併せて、所属漁
　　　　業協同組合に当該措置の履行確認を依頼する。
　　　ウ　割当量の９割を超えるおそれがあると認めるとき
　　　　・漁業者は、くろまぐろの入網がないことを確認し、網起
　　　　こしを行う。
　　　　・漁業者は、くろまぐろの入網がある場合には、生存個体
　　　　を全て放流する。
　　　　・県は、これらの措置の実施を勧告する。併せて、所属漁
　　　　業協同組合に当該措置の履行確認を依頼する。　
　⑷　協定の締結について
　　　県は、法第13条第２項の規定に基づく協定の締結に向け、各
　　漁業協同組合と検討準備を進める。
　⑸　遊漁（遊漁者及び遊漁船業者）の管理について
　　①　県は、管内の漁船漁業等を営む漁業者へ管理の取組を指導
　　　した場合は、管内の遊漁船業者に対しても同様の指導を行う
　　　ものとする。この場合、県は、国に対し、当該指導内容を速
　　　やかに報告するものとする。
　　②　特に、プレジャーボート等を利用した採捕の実態が必ずし
　　　も明らかでないことから、県は、国と協力しつつ、各釣り団
　　　体のホームページやテレビ等の媒体を通じ、くろまぐろの管
　　　理状況や漁業者の取組への理解と協力の呼びかけを行うもの
　　　とする。
５　その他くろまぐろの保存及び管理に関する重要事項
　⑴　第２管理期間における小型魚の超過分の差し引き等について
　　　第２管理期間の超過量については、差し引きがない場合の漁
　　獲枠の２割（ 2.9トン）を上限として９年間にわたって分割し
　　て差し引くこととしているが、前管理期間の未消化数量につい
　　ては、次管理期間以降の差し引き分に充当する。
　表１　第２～第５管理期間の小型魚の超過、差し引き及び充当数
　　　量の表

　表２　第５管理期間以降の本県の小型魚の漁獲可能数量の表

第２管理
期間超過
量合計

第３・第４
管理期間期
首の差し引
き済み数量

第５管理
期間期首
の差し引
き数量

第３管理期間
の未消化数量
による繰り上
げ返済数量

第５管理期
間の資源評
価調査のた
めの充当数
量

24.6トン  5.4トン  2.9トン  1.4トン  0.2トン

本県全体の
差し引き数量

差し引き後の
本県漁獲可能数量

第５管理期間
（2019年） 2.9トン 11.8トン

第６管理期間
（2020年） 2.9トン 11.8トン

第７管理期間
（2021年） 2.9トン 11.8トン

（注）急激な採捕が小型魚のみの場合は小型魚のみを対象として管
　　理措置を実施し、大型魚のみの場合は大型魚のみを対象として
　　管理措置を実施することとする。
　　④　県は、小型魚及び大型魚の別に１日１トンを超える採捕の
　　　数量報告があった場合は、当該採捕の数量を国に報告する。
　⑵　採捕の数量の公表等について
　　　県は、法第８条第２項の規定に基づき、本県の採捕の数量が
　　知事管理量を超えるおそれがあると認める場合として、２又は
　　３の数量（留保の数量を含む。）の７割を超え、又はそのおそ
　　れがあると認める時点で、当該採捕の数量を公表するものとす
　　る。
　⑶　早期是正措置について
　　　県は、⑵の採捕の数量の公表後、速やかに法第９条第２項の
　　規定に基づく助言、指導又は勧告を内容とする次に掲げる早期
　　是正措置を管内の漁業者等に対し講じるものとする。
　　①　漁船漁業等（小型魚及び大型魚）
　　　ア　割当量の７割を超えるおそれがあると認めるとき
　　　　・漁業者は、１日１隻当たり80キログラムを採捕の上限と
　　　　し、80キログラムを超える量の採捕があった場合には、漁
　　　　場移動を行う等により、くろまぐろの漁獲を回避する。
　　　　・漁業者は、生存個体を放流する。
　　　　・県は、これらの措置の実施を助言する。併せて、所属漁
　　　　業協同組合に当該措置の履行確認を依頼する。　
　　　イ　割当量の８割を超えるおそれがあると認めるとき　
　　　　・漁業者は、１日１隻当たり40キログラムを採捕の上限と
　　　　し、40キログラムを超える量の採捕があった場合には、漁
　　　　場移動を行う等により、くろまぐろの漁獲を回避する。
　　　　・漁業者は、生存個体を放流する。
　　　　・県は、これらの措置の実施を指導する。併せて、所属漁
　　　　業協同組合に当該措置の履行確認を依頼する。
　　　ウ　割当量の９割を超えるおそれがあると認めるとき
　　　　・漁業者は、くろまぐろを漁獲することを目的とした操業
　　　　を自粛する。
　　　　・漁業者は、くろまぐろの採捕をやむを得ない混獲のみと
　　　　する。
　　　　・漁業者は、生存個体を全て放流する。
　　　　・県は、これらの措置の実施を勧告する。併せて、所属漁
　　　　業協同組合に当該措置の履行確認を依頼する。
　　②　定置漁業（小型魚及び大型魚）
　　　ア　割当量の７割を超えるおそれがあると認めるとき
　　　　・漁業者は、１日１か統当たり80キログラムを採捕の上限

漁業種類 緊急の管理措置
漁船漁業等 　当該漁業協同組合は所属組合員に対し、大量

漁獲があった旨の緊急連絡を行う。
　本県の残枠が判明するまでの間は、当面、生
存個体の放流、くろまぐろを漁獲することを目
的とした操業の自粛、漁業協同組合の荷受け自
粛を行う。

定置漁業 　当該漁業協同組合は所属組合員に対し、大量
入網があった旨の緊急連絡を行う。
　本県の残枠が判明するまでの間は、当面、生
存個体の放流、漁業協同組合の荷受け自粛を行
う。
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第８管理期間
（2022年） 2.9トン 11.8トン

第９管理期間
（2023年） 2.9トン 11.8トン

第10管理期間
（2024年） 2.9トン 11.8トン

第11管理期間
（2025年） 1.8トン 12.9トン

　⑵　採捕の停止命令について
　　①　本県の採捕の数量が２の知事管理量の９割５分を超える時
　　　点で、法第10条第２項の規定に基づく採捕の停止命令をする
　　　。
　　②　本県の採捕の数量が３の採捕の種類別又は期間別の数量の
　　　９割５分を超える時点で、法第10条第２項の規定に基づく採
　　　捕の停止命令をする。
　　③　遊漁者による採捕の数量は知事管理量に含まれるため、本
　　　県知事の採捕の停止命令（法第10条関係）が出された場合は

　　　、本県の水面での遊漁者も命令対象者であり、管内の漁船漁
　　　業等を営む漁業者に対し管理の取組を指導した場合は、同様
　　　の指導を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第29条第１項の規定により
許可した次の開発行為に関する工事は完了した。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

開発区域又は工区に
含まれる地域の名称

　　開発許可を受けた者の
　　住所及び名称

児湯郡新富町富田東一丁目63
番、62番の一部、70番の一部
、1000番８の一部

児湯郡新富町大字上富田7491番
地
新富町

公安委員会規則

　宮崎県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和２年３月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県公安委員会委員長　藤　田　紀　子
宮崎県公安委員会規則第１号
　　　宮崎県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則
　宮崎県警察の組織に関する規則（昭和56年宮崎県公安委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（警務部の分課）
第２条　警務部に次の８課を置く。
　［略］
　教養課
　［略］
　（総務課）
第３条　総務課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)～(14)　［略］

　(15)　前各号に掲げるもののほか、本部長及び警務部長の命ずる
　　　事務に関すること。
　（教養課）
第８条　教養課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)　警察教養に関すること。
　(２)　機関誌紙の編集及び発行に関すること。
　(３)　術科の指導訓練に関すること。
　(４)　警察史の編さんに関すること。
　(５)　前各号に掲げるもののほか、本部長及び警務部長の命ずる
　　　事務に関すること。

　（警務部の分課）
第２条　警務部に次の８課を置く。
　［略］
　人財育成課
　［略］
　（総務課）
第３条　総務課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)～(14)　［略］
　(15)　機関誌紙の編集及び発行に関すること。
　(16)　警察史の編さんに関すること。
　(17)　前各号に掲げるもののほか、本部長及び警務部長の命ずる
　　　事務に関すること。
　（人財育成課）
第８条　人財育成課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)　警察教養に関すること。
　(２)　人財の育成に関する企画、指導及び調整に関すること。
　(３)　術科の指導訓練に関すること。

　(４)　前各号に掲げるもののほか、本部長及び警務部長の命ずる
　　　事務に関すること。
２　人財育成課に術科指導室を置く。
３　術科指導室においては、術科の指導訓練に関する事務をつかさ
　どる。
４　術科指導室に術科指導室長を置き、警視、警部又は技術職員を
　もって充てる。
５　術科指導室長は、上司の命を受け、術科指導室の事務を掌理す
　る。
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　（厚生課）
第９条　厚生課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)～(７)　［略］
２～４　［略］
５　健康管理対策室長は、上司の命を受け、健康管理対策室の事務
　をつかさどる。
　（生活安全企画課）
第11条　生活安全企画課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)～(３)　［略］
　(４)　めいてい者、行方不明者、迷い子その他応急の救護を要す
　　　る者の保護に関すること。
　（少年課）
第12条の３　少年課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)　少年非行の防止に関すること。
　(２)　少年サポートセンターに関すること。
　(３)～(６)　［略］
　(７)　少年に対する暴力団の影響の排除に関すること。

　(８)　前各号に掲げるもののほか、本部長及び生活安全部長の命
　　　ずる事務に関すること。

　（交通規制課）
第22条　交通規制課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)～(６)　［略］
２　［略］
３　交通管制官は、上司の命を受け、交通管制に関する事務をつか
　さどる。
　（運転免許課）
第23条　運転免許課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)～(９)　［略］
２～５　［略］

	

　（厚生課）
第９条　厚生課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)～(７)　［略］
２～４　［略］
５　健康管理対策室長は、上司の命を受け、健康管理対策室の事務
　を掌理する。
　（生活安全企画課）
第11条　生活安全企画課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)～(３)　［略］
　(４)　酩酊者、行方不明者、迷い子その他応急の救護を要する者
　　　の保護に関すること。
　（少年課）
第12条の３　少年課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)　少年非行の防止に関すること。
　(２)　宮崎県警察少年サポートセンターに関すること。
　(３)～(６)　［略］
　(７)　少年に対する暴力団の影響の排除に関すること。
　(８)　児童虐待防止対策に関すること。
　(９)　前各号に掲げるもののほか、本部長及び生活安全部長の命
　　　ずる事務に関すること。
２　少年課に宮崎県警察少年サポートセンターを置く。
３　宮崎県警察少年サポートセンターにおいては、少年の非行防止
　及び健全育成並びに少年警察ボランティアに関する事務をつかさ
　どる。
４　宮崎県警察少年サポートセンターに宮崎県警察少年サポートセ
　ンター長を置き、警視又は警部をもって充てる。
５　宮崎県警察少年サポートセンター長は、宮崎県警察少年サポー
　トセンターの事務を掌理する。
　（交通規制課）
第22条　交通規制課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)～(６)　［略］
２　［略］
３　交通管制官は、上司の命を受け、交通管制に関する事務を掌理
　する。
　（運転免許課）
第23条　運転免許課においては、次の事務をつかさどる。
　(１)～(９)　［略］
２～５　［略］
６　運転免許課に高齢運転者等支援室を置く。
７　高齢運転者等支援室においては、高齢運転者等に関する事務を
　つかさどる。
８　高齢運転者等支援室に高齢運転者等支援室長を置き、警視、警

別表（第37条関係）

　部又は事務職員をもって充てる。
９　高齢運転者等支援室長は、上司の命を受け、高齢運転者等支援
　室の事務を掌理する。
別表（第37条関係）

　　　　　職 　　職制又は職制上の職
事務職員又は技術職員 課長、交通管制官、統括官、科学捜

査研究所長、自動車運転免許試験場
長、会計官、管理官、室長、理事官
、調査官、鑑定官、課長補佐、所長
補佐、隊長補佐、校長補佐、係長、
主任、主事、技師

技能職員 運転技能員

　　　　　職 　　職制又は職制上の職
事務職員又は技術職員 課長、情報管理統括官、交通管制官

、統括官、科学捜査研究所長、自動
車運転免許試験場長、会計官、管理
官、室長、理事官、調査官、鑑定官
、課長補佐、所長補佐、隊長補佐、
校長補佐、係長、主任、主事、技師
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整備技能員
通信技能員
印刷技能員
汽かん技能員

労務職員 用務員

　　　附　則
　この規則は、令和２年３月18日から施行する。
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